
令和元年度

宮崎県における中小企業の労働事情

－中小企業労働事情実態調査報告書－

宮崎県中小企業団体中央会



　我が国経済は、企業の設備投資が緩やかな増加傾向にあるとともに、雇用・所得環境の改善によ

り個人消費の持ち直しが続くなど、ゆるやかな景気回復基調にあると言われております。

　一方、中小企業においては、深刻な人手不足、事業承継問題、近年多発する大規模災害への備え

や働き方改革への対応、消費税増税による影響など、依然として景気回復の実感が得られず、厳し

い経営環境が続いております。

　そのような中、本会では、県内中小企業における労働事情を的確に把握するため、毎年度、関係

組合及び調査対象事業所の皆様の御協力のもと「中小企業労働事情実態調査」を実施しており

ます。

　今回の調査（令和元年7月1日時点）では、毎年時系列的に把握すべき基本項目に加え、「中途

採用」、「年5日の年次有給休暇の取得(付与)義務」についても調査を行い、その実態を取りまとめ

ました。

　その結果を見ますと、経営状況は「良い」との回答が前年度より減少しているものの、賃金改定の

実施状況は「引き上げた」との回答が前年度を上回っており、雇用者所得は改善の方向にあります。

　一方、前年度に引き続き、経営上の障害では、「人材不足（質の不足）」との回答が最も多く、次い

で「労働力不足（量の不足）」との回答となっており、人手不足の克服が経営上の大きな課題となっ

ております。

　本報告書が、県内中小企業の労働事情の現状把握と労働環境の改善に少しでもお役に立てれ

ば幸いです。

　最後に、本調査の実施に御協力いただきました関係組合及び調査対象事業所の皆様方に厚く

お礼を申し上げます。

　　　令和2年2月

宮崎県中小企業団体中央会
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1　調査の目的
　本調査は、宮崎県内の中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な労働対策の樹立並
びに時宜を得た中央会の雇用・労働対策事業の推進に資することを目的とする。

2　調査実施方法
⑴　調査方法
　　郵送調査（各都道府県中央会による全国一斉調査）

⑵　調査時点
　　令和元年7月1日現在

⑶　調査対象の選定
　　対象業種は、製造業9業種、非製造業6業種の計15業種(※)
　　規模別には、それぞれ従業員数に応じ1～9人、10～29人、30～99人、100～300人の4段
　階に分類し、宮崎県内の中小企業を任意に抽出して調査対象とした。
　　※製造業……食料品、繊維工業、木材・木製品、印刷・同関連、窯業・土石製品、化学工業、
　　　　　　　　金属・同製品、機械器具、その他
　　　非製造業…情報通信業、運輸業、建設業、卸売業、小売業、サービス業

⑷　調査対象事業所数
　　810事業所（製造業：220事業所、非製造業：590事業所）

⑸　調査内容（調査票は、巻末に掲載）
　①　従業員について
　②　経営について
　③　従業員の労働時間について
　④　従業員の有給休暇について
　⑤　新規学卒者の採用について
　⑥　中途採用について
　⑦　年5日の年次有給休暇の取得（付与）義務について
　⑧　賃金改定について
　⑨　労働組合の有無について

⑹　備考
　①　この調査は、回答企業が任意抽出による調査のため、厳密な時系列の比較はできない。
　②　調査項目によっては、複数回答となっている項目があるため、百分率の計算が100％にな
　　らないものがある。
　③　百分率の計算時に、小数点以下2桁を四捨五入しているため、合計が100％にならないも
　　のがある。

Ⅰ 調査の概要
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1　経営状況
　現在の経営状況は、「良い」と回答した事業所は15.5％で、前年度の17.3％と比べると、1.8％
減少している。また、過去10年間の推移をみると、「悪い」は平成22年度をピークに減少傾向であ
ったが、平成27年度以降は増加、減少、増加と変動している。「良い」についても平成24年度を底
に横ばいから増加傾向であったが、平成26年度をピークに減少、増加、減少と変動している。

2　経営方針
　現在行っている主要事業の今後の方針については、「現状維持」が72.4％と最も多く、昨年度
（75.0％）より2.6％減少している。また、過去10年間の推移をみると、「現状維持」が70％前後の
水準で横ばいに推移しており、「強化拡大」が平成27年度以降は微増していたが、昨年度に減少、
今年度は再び増加している。

3　経営上の障害
　「人材不足（質の不足）」が58.5％と最も多く、次いで「労働不足（量の不足）」が45.3％となって
いる。また、業種別では、製造業及び非製造業ともに「人材不足（質の不足）」が最も多く（製造業
56.4％、非製造業59.3％）なっている。業種間の差が最も大きい（17.5％）のは、「同業他社との
競争激化」（製造業10.5％、非製造業28.0％）で、非製造業では同業者間の競争が顕著であるこ
とが窺える。

4　経営上の強み
　「組織の機動力・柔軟性」が33.5％と最も高く、次いで「技術力・製品開発力」28.0％となって
おり、どちらも全国を上回っていることから、本県は小回りのきく組織の対応力が自社の強みと考
えている企業が多いことが窺える。

5　従業員の労働時間
　週所定労働時間は、「38時間以下」が9.0％、「38時間超40時間未満」が19.7％、「40時間」が
58.9％で、労働基準法で規定される「週40時間以下」の事業所は87.6％（前年度84.6％）と3.0
％増加している。
　また、従業員１人当たりの月平均残業時間は、「0時間」が29.7％と最も多く、次いで「10時間未
満」が29.3％、「10～20時間未満」が23.0％となっている。

6　従業員の有給休暇
　１人当たりの年次有給休暇の平均付与日数は、「15～20日未満」が最も多く、全国との比較で
みると、全国では49.8％と比べ、本県は45.5％と4.3％低い。
　また、有給休暇の平均取得日数は「5～10日未満」が36.6％と最も多く、次いで「10～15日未
満」が30.8％となっている。平均取得日数は8.06日で全国の7.61日を0.45日上回っている。

Ⅱ  調査結果のポイント
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7　新規学卒者の採用
　新規学卒者の採用状況について、平成31年3月の採用実績人数は、学歴別にみると「高校卒
の技術系」が41人と最も多く、次いで「専門学校卒の技術系」が11人、「高校卒の事務系」が9人
となっている。
　また、新規学卒者の採用計画において、過去10年間の推移をみると、「ある」は平成22年度を
底に年々増加傾向であり、「なし」は減少傾向にある。

8　中途採用
　過去3年間の中途採用については、「行った」が66.4％、「行ったが採用には至らなかった」が
5.9％、「行わなかった」が27.7％となっている。
　中途採用（活動）を行った理由としては、「退職者・欠員補充のため」が61.5％と最も高く、次い
で「業務が繁忙となったため」が33.5％、「即戦力を確保したいため」が31.8％となっている。
　また、中途採用をした職種としては、全国及び本県ともに「現業・生産職」が最も高く、従業員人
数の規模別でも「現業・生産職」の割合が高くなっている。

9　年5日の年次有給休暇の取得（付与）義務
　本県では、「知っていた」が85.7％で、全国の86.4％を0.7％下回っている。
　また、取得（付与）義務への対応として実施している（実施していこうとする）方策は、全国では、
「計画的付与制度（計画年休）を活用する」が28.2％と最も高いが、本県では、「具体的な方策を
検討中」が最も高く28.1％となっている。

10 賃金改定
　平成31年1月1日から7月1日までの間に実施した賃金改定の状況は、「引き上げた」が42.4
％で、前年度（42.1％）より0.3％増加している。
　業種別でみると「引き上げた」のは、製造業は48.9％、非製造業は39.9％となっている。
　賃金改定の決定要素としては、「労働力の確保・定着」が71.9％と最も高く、全国（59.2％）より
12.7％高いことから、本県では大きな決定要素となっている。
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1　調査票の回収状況
　調査対象810事業所のうち、有効回答数は、486事業所（製造業：135事業所、非製造業：351
事業所）で、回答率は60.0％となった。

2　回答事業所の内訳
　回答のあった486事業所を従業員規模別にみると、従業員が「1～9人」は211事業所（43.4
％）、「10～29人」は190事業所（39.1％）、「30～99人」は65事業所（13.4％）、「100～300
人」は20事業所（4.1％）となっている。有効回答の82.5％が30人未満の事業所であり、今回の
調査結果は、主として小規模な事業所の実態を示すものとなっている。

配　布　数

回　答　数

回　答　率

220

 135

 61.4%

590

 351

 59.5%

810

 486

 60.0%

図表１　実態調査回収率
製造業 非製造業 合計

図表２　回答事業所数の内訳
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Ⅲ  回答事業所の概要
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1　従業員について
　従業員の雇用形態は、総従業員数11,470人（男8,481人・女2,989人）のうち、正社員が
8,953人（78.1％）で、男女別にみると、男性7,435人（87.7％）、女性1,518人（50.8％）となっ
ている。
　また、女性では、パートタイマーが1,245人（41.7％）と正社員に次いで高い割合を示している。

　常用労働者数は、10,742人（1事業所当たり平均常用労働者数22.1人）で、総従業員数
11,470人に占める割合は93.7％と全国の93.5％を若干上回っている。
　また、男女別では、男性は75.9％（8,157人）、女性は24.1％（2,585人）となっており、本県で
は男性の割合が全国（70.0％）を上回っている。

図表3　従業員数（雇用形態別・全国比較）

図表５　常用労働者数（全国比較・業種別比較）

図表４　従業員数（雇用形態別・男女比較）

Ⅳ  調査結果の概要
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「常用労働者」とは

　事業所が直接雇用する従業員のうち、次の①②③のいずれかに該当する者。なお、パート
タイマーであっても、①②に該当する場合は常用労働者に含む。
①　期間を決めずに雇われている者、又は1ヵ月を超える期間を決めて雇われている者
②　日々又は1ヵ月以内の期限を限って雇われている者のうち、5月、6月にそれぞれ18日以
　上雇われた者
③　事業主の家族で、事業所で働いている者のうち、常時勤務して毎月給与が支払われてい
　る者
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2　経営について
⑴　経営状況
　　現在の経営状況を「良い」と回答した事業所は15.5％で、前年度の17.3％と比べて、1.8
　％減少している。
　　「悪い」と回答した事業所は21.6％で、前年度の19.5％と比べて2.1％増加した。
　　また、｢変わらない｣と回答した事業所が62.9％を占め、依然として停滞的状況が続いている。
　　全国との比較でみると、全国平均を「良い」は、0.1％上回り、「悪い」は、9％下回っている。
　　規模別でみると、「良い」は従業員数30～99人事業所の21.5％が最も高く、次いで、100
　～300人の事業所で20.0％となっている。
　　業種別でみると、「良い」は製造業が14.1％、非製造業が16.0％で非製造業が1.9％上
　回っている。

図表7　経営状況（全国・業種別比較）

図表８　経営状況（全国・業種別比較）

悪い事業所数

全　国

宮崎県

良い 変わらない

製
　
造
　
業

非
　
製
　
造
　
業

食 料 品

繊 維 工 業

木 材・木 製 品

印刷・同関連業

窯業・土石製品

化 学 工 業

金 属・同 製 品

機 械 器 具

そ の 他

小 計

運 輸 業

建 設 業

卸 売 業

小 売 業

サ ー ビ ス 業

小 計

 19,052

485

18

1

41

1

45

1

22

2

4

135

21

187

26

27

89

350

 15.4%

15.5%

 -

-

 24.4%

-

4.4%

-

22.7%

50.0%

 25.0%

14.1%

14.3%

17.6%

15.4%

11.1%

 14.6%

16.0%

 54.0%

 62.9%

 50.0%

 100.0%

 58.5%

100.0%

57.8%

100.0%

63.6%

50.0%

 25.0%

57.8%

 61.9%

66.3%

 46.2%

63.0%

 68.5%

64.9%

 30.6%

 21.6%

 50.0%

 -

  17.1%

-

37.8%

-

13.6%

-

 50.0%

28.1%

 23.8%

16.0%

 38.5%

25.9%

 16.9%

19.1%

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

良い　　　変わらない　　　悪い

全国

宮崎県

従業員1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

製造業

非製造業

9.2%

30.6%

21.6%

22.3%

24.3%

30.0%

28.1%

19.1%

69.2%

54.0%

62.9%

62.1%

63.0%

50.0%

57.8%

64.9%

21.5%

15.4%

15.5%

15.6%

12.7%

20.0%

14.1%

16.0%

　製造業のうち「良い」が最も高
い業種は、『機械器具』の50.0
％、「悪い」が最も高い業種は『食
料品』『その他』が50.0％となっ
ている。
　非製造業について、「良い」が
最も高い業種は『建設業』が17.6
％、「悪い」が最も高い業種は『卸
売業』が38.5％となっている。
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図表９　経営状況（過去１０年間の推移）

　過去10年間の推移でみると、「悪い」は平成22年度をピークに減少傾向であったが、平成
27年度には増加、その後は再び減少傾向となっていたが、今年度は増加している。
　また、「良い」についても平成24年度を底に横ばいから増加傾向であったものの、平成26年
度をピークに減少、その後再び増加傾向となっていたが、今年度は減少している。

　現在行っている主要事業の今後の方針については、「現状維持」が72.4％と最も多く、昨年
度（75.0％）より2.6％減少している。次いで「強化拡大」が24.3％となり、昨年度（21.3％）より
3.0％増加している。
　

図表10　主要事業の今後の方針（全国・業種別比較）

その他現状維持強化拡大事業所数

全　国
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製
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業
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製
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化 学 工 業

金 属・同 製 品

機 械 器 具

そ の 他

小 計

運 輸 業

建 設 業

卸 売 業

小 売 業

サ ー ビ ス 業

小 計

 18,993
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18

1

41

1
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1
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2

4
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 30.4%

24.3%

27.8%

-

36.6%

-
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-
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-

25.0%
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23.7%

38.5%

15.4%

27.0%

26.1%

 63.4%

72.4%

66.7%

100.0%

61.0%

100.0%

90.9%

100.0%

86.4%

100.0%

75.0%

77.6%

57.1%

73.1%

53.8%
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69.7%

70.4%

 4.9%

2.5%

5.6%

-
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-

2.3%

-

4.5%

-

-

3.0%

-

2.2%
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-

2.2%
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0.4%

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

0.5%

-

3.8%

-

0.6%

 0.4%

0.4%

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

0.5%

-

-
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0.6%

⑵　主要事業の今後の方針

良い　　　　　　　変わらない　　　　　　　　悪い
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22.6%

14.2%
12.0%

13.4%
17.3% 15.5%

39.3% 46.0%

32.6% 22.8%

32.6%
29.3%

21.4%
19.5%

21.6%

48.2%

54.8% 54.6% 53.2%
58.7%

65.2%

63.2%

62.9%
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⑶　経営上の障害（3項目以内複数回答）
　　全国では、「人材不足（質の不足）」が52.9％と最も多く、次いで「労働力不足（量の不足）」が
　37.7％となっている。
　　本県においても、「人材不足（質の不足）」が58.5％と最も多く、次いで「労働力不足（量の不
　足）」が45.3％となっている。
　　全国及び本県ともに最も多かった「人材不足（質の不足）」は、前年度と比較すると全国（前年
　度　51.0％）では1.9％の増加、本県（前年度　57.6％）では0.9％の増加となっている。
　

図表11　主要事業の方針（過去１０年間の推移）

70.7%

16.6%

10.9% 10.0% 7.6% 5.8%
2.7% 3.8% 5.7%

3.3% 2.5% 2.5%

14.0% 16.2% 17.7%

24.0% 22.6% 23.9% 24.1%
21.3%

24.3%

74.9% 75.6% 75.4%
71.9%

72.3%
69.6% 71.3%

75.0%
72.4%

　また、「縮小」は2.5％で昨年度（2.5％）と横ばいとなっている。
　全国と比較すると、本県は「現状維持」において9.0％高く、「現状維持」の傾向がみられる。業
種別にみると、「現状維持」と回答した事業所は、製造業では77.6％、非製造業では70.4％と、
製造業が高くなっている。
　製造業において「強化拡大」は『木材・木製品』の36.6％が最も高く、次いで『食料品』が
27.8％、『その他』が25.0％と高くなっている。「縮小」は『食料品』の5.6％が最も高い。
　また、非製造業において「強化拡大」は、『運輸業』が42.9％と最も高く、次いで『卸売業』が
38.5％と高くなっている。「縮小」については『卸売業』が7.7％と最も高く、次いで『建設業』『サ
ービス業』が2.2％と高くなっている。

　主要事業の方針（過去10年間の推移）をみると、「現状維持」が70％前後の水準で横ばいに
推移しており、「強化拡大」が平成27年度以降は微増していたが、30年度に減少したものの、今
年度再び増加している。「縮小」は平成22年度をピークに減少傾向にあったが、平成27～28
年度では増加、平成29年度より再び減少傾向にある。

強化拡大 現状維持 縮小

80％

70％

60％

50％

40％

30％

20％

10％

0％
平成
22年度

令和
元年度

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度
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図表12　経営上の障害（全国比較）

図表13　経営上の障害（業種別比較）

　本県における業種別でみると、製造業及び非製造業ともに「人材不足（質の不足）」が最も多
く（製造業56.4％・非製造業59.3％）、次いで「労働力不足（量の不足）」が多くなっている。（製
造業44.4％・非製造業45.7％）
　また、「同業他社との競争激化」において、製造業と非製造業の間に最も大きな開き（17.5
％）がみられ、非製造業では同業他社との競争激化が経営に影響を与えていることが窺える。

全　国

宮崎県

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％

52.9%
58.5%

37.7%

29.8%
25.0%

31.8%
24.6%

21.2%
23.5%

21.5%
23.1%

6.4%
4.7%

10.4%
4.2%
3.9%
4.4%

10.5%
4.2%
6.0%

4.0%

3.8%
2.8%

1.3%
1.1%

45.3%

人材不足（質の不足）

労働力不足（量の不足）

原材料・仕入品の高騰

販売不振・受注の減少

人件費の増大

同業他社との競争激化

製品価格（販売価格）の下落

納期・単価等の取引条件の厳しさ

ＩＴへの対応

製品開発力・販売力の不足

金融・資金繰り難

環境規制の強化

労働力の過剰

製造業

非製造業

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％

56.4%
59.3%

44.4%
45.7%

41.4%
18.6%

34.6%
20.6%
23.3%
23.6%

10.5%
28.0%

6.0%
4.1%

0.8%
5.6%

1.5%
5.6%

2.3%
5.0%

3.0%
4.4%

5.3%
1.8%
0.8%
1.2%

人材不足（質の不足）

労働力不足（量の不足）

原材料・仕入品の高騰

販売不振・受注の減少

人件費の増大

同業他社との競争激化

製品価格（販売価格）の下落

納期・単価等の取引条件の厳しさ

ＩＴへの対応

製品開発力・販売力の不足

金融・資金繰り難

環境規制の強化

労働力の過剰
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図表14　経営上の強み（全国比較）

図表15　経営上の強み（業種別比較）

　全国では、「顧客への納品・サービスの速さ」が26.6％と最も高く、次いで「技術力・製品開発
力」が25.5％、「製品の品質・精度の高さ」が24.8％となっている。
　本県では、「組織の機動力・柔軟性」が33.5％と最も高く、次いで「技術力・製品開発力」が
28.0％、「顧客への納品・サービスの速さ」が19.6％となっている。

　本県における業種別でみると、製造業では「製品の品質・精度の高さ」が38.0％と最も高く、
次いで「生産技術・生産管理能力」が27.9％となっている。
　また、非製造業では「組織の機動力・柔軟性」が37.5％と最も高く、次いで「技術力・製品開
発力」が29.5％となっている。

⑷　経営上の強み（3項目以内複数回答）

全　国

宮崎県

0％ 10％ 20％ 40％30％

23.6%
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26.6%
19.6%
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19.4%

24.6%
16.3%
16.5%

15.2%
15.4%
15.2%

17.9%
14.1%

11.0%
13.2%

14.2%
12.3%

11.1%
7.9%
8.0%

3.1%

組織の機動力・柔軟性

技術力・製品開発力

顧客への納品・サービスの速さ

製品の品質・精度の高さ

製品・サービスの独自性

生産技術・生産管理能力

財務体質の強さ・資金調達力

商品・サービスの質の高さ

営業力・マーケティング力

優秀な仕入先・外注先

企業・製品のブランド力

製品・サービスの企画力・提案力

製造業

非製造業

0％ 10％ 20％ 40％30％

23.3%
37.5%

24.0%
29.5%

14.0%
21.8%

38.0%
12.0%

18.6%
15.4%

27.9%
10.2%

13.2%
16.0%

7.8%
16.6%

14.0%
12.9%

10.9%
12.9%

14.0%
5.5%

3.9%
2.8%

組織の機動力・柔軟性

技術力・製品開発力

顧客への納品・サービスの速さ

製品の品質・精度の高さ

製品・サービスの独自性

生産技術・生産管理能力

財務体質の強さ・資金調達力

商品・サービスの質の高さ

営業力・マーケティング力

優秀な仕入先・外注先

企業・製品のブランド力

製品・サービスの企画力・提案力
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3　従業員の労働時間について（パートタイマーなど短時間労働者を除く）

⑴　週所定労働時間
　　本県での週所定労働時間は、「38時間以下」が9.0％、「38時間超40時間未満」が19.7％、
　「40時間」が58.9％で、労働基準法で規定される「週40時間以下」の事業所は87.6％であり、
　前年度（84.6％）と比較すると3.0％増加している。これを規模別でみると、「40時間以下」と回
　答したのは、従業員が「1～9人」が80.0％、「10～29人」が91.8％、「30～99人」が95.4％、
　「100～300人」が100.0％となっており、規模が大きい事業所ほど割合が高い傾向にある。
　　業種別でみると、製造業、非製造業とも「40時間」と回答した事業所が最も多かった。「40時
　間以下」と回答したのは、製造業は93.7％、非製造業は85.2％と、製造業の方が「40時間以下」
　の割合が高い。

図表16　従業員の週所定労働時間

38時間以下 38時間超
40時間未満

40時間 40時間超
44時間以下

⑵　月平均残業時間
　　本県での従業員１人当たりの月平均残業時間は、「0時間」が29.7％と最も多く、次いで「10
　時間未満」が29.3％、「10～20時間未満」が23.0％となっている。
　　業種別でみると、製造業では「10時間未満」が38.1％と最も多く、次いで「10時間～20時間
　未満」が25.4％となっている。非製造業では「0時間」が33.1％と最も多く、次いで「10時間未
　満」が25.9％となっている。
　　本県における業種別内訳において、月平均残業時間が「30時間以上」の業種は、製造業で
　は『機械器具』が50.0％と最も高く、非製造業では『運輸業』が50.0％と最も高かった。
　

「所定労働時間」とは

　就業規則等に定められた始業時刻から終業時刻までの時間から休憩時間を差し引いた
時間。
　現在、労働基準法で週所定労働時間40時間超44時間以下が認められているのは、10人
未満の商業・サービス業等の特例事業所のみである。

0％ 20％ 30％10％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

全　国

宮崎県

従業員1～9人
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30～99人

100～300人

製造業

非製造業

14.5% 48.6% 9.9%

12.4%

19.9%

8.3%

6.3%

14.7%

58.9%

52.7%

63.0%

69.2%

50.0%

60.9%

58.1%

27.0%

19.7%

14.9%

23.8%

18.5%

35.0%

24.2%

18.0%

4.6
%

9.0%

12.4%

5.0
%

7.7%

15.0%

8.6%

9.1%
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図表18　月平均残業時間（従業員1人当たり・業種別内訳）

事業所数 0時間 平均残業時間
（時間）

20～30
時間未満

30～50
時間未満

50時間
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時間未満
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そ の 他

製 造 業
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22.1%

-
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-

27.3%
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 25.0%
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-

 5.0%

-

-

-
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-

-
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-

-

-
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-
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15.0%
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2.3%

7.78

0.00
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 10.00

9.42

26.10

8.29

15.50

6.92

9.03

9.96

4　従業員の有給休暇について
⑴　年次有給休暇の平均付与日数（前年からの繰越分を除く、当年付与分のみ）
　　従業員１人当たりの年次有給休暇の平均付与日数は、「15～20日未満」の事業所が最も多く、
　全国との比較でみると、全国の49.8％と比べ、本県は45.5％と4.3％低い。
　　規模別における年次有給休暇の平均付与日数をみると、従業員が「30～99人」が16.25日と
　最も多く、次いで「10～29人」の15.90日となっている。
　　業種別における年次有給休暇の平均付与日数をみると、製造業が15.73日、非製造業が
　14.82日と非製造業が0.91日少ない。

図表17　月平均残業時間（従業員1人当たり）

0時間 10時間未満 10～20時間未満 20～30時間未満 30～50時間未満 50時間以上

0％ 20％ 30％10％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

全　国

宮崎県

製造業

非製造業

23.3% 26.6% 22.3% 14.9% 11.1%

5.9%

4.5
%
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10.3%
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10.2%

23.0%

25.4%

22.1%

29.3%

38.1%

25.9%

29.7%

20.9%

33.1%

1.9%

1.9%

0.7%

2.3%
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図表19　年次有給休暇の平均付与日数（従業員１人当たり）

図表20　年次有給休暇の平均取得日数（従業員１人当たり）

⑵　年次有給休暇の平均取得日数
　　年次有給休暇の平均取得日数を全国との比較でみると、全国は｢5～10日未満｣の事業所が
　43.5％と最も多く、次いで｢10～15日未満｣が27.2％となっている。
　　本県では｢5～10日未満｣が36.6％と最も多く、次いで｢10～15日未満｣が30.8％となっており、
　平均取得日数は8.06日で全国の7.61日を0.45日上回っている。
　　前年と比較すると、全国（前年度 7.64日）では0.03日の減少、本県（前年度 8.32日）では
　0.26日の減少となっている。
　　規模別でみると、事業所の規模が大きくなるほど平均取得日数が少なくなる傾向がみられ、業
　種別でみると、平均取得日数が製造業は8.18日、非製造業は8.01日と非製造業が0.17日少ない。
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※各軸項目のカッコ内は、平均付与日数
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4.9
%
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5　新規学卒者の採用について
⑴　平成31年3月の新規学卒者の採用又は採用計画の有無
　　本県での新規学卒者の採用又は採用計画の有無は、「あった」が11.1％、「なかった」が
　88.9％となった。
　　規模別でみると、事業所の規模が大きくなるほど「ある」と回答した割合が高い。
　　業種別でみると、製造業・非製造業ともに「なし」と回答した割合が85％を超えている。

⑵　平成31年3月の新規学卒者の採用予定と実績
　　平成31年3月の新規学卒者の採用又は採用計画が「あった」と回答した事業所の新規学
　卒者の採用実績人数は、学歴別にみると「高校卒の技術系」が41人と最も多く、次いで「専門
　学校卒の技術系」が11人、「高校卒の事務系」が9人となっている。
　　また、「大学卒の事務系」は7人、「大学卒の技術系」は5人となっている。

図表21　平成31年3月の新規学卒者の採用
             又は採用計画の有無（県内）

図表23　平成31年3月新規学卒者の採用予定と実績（技術系）

図表22　平成31年3月の新規学卒者の採用
             又は採用計画の有無
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⑶　平成31年3月の新規学卒者の初任給
　①　高校卒
　　　高校卒業者の平均初任給（単純平均）は、技術系165,636円、事務系151,583円で、技
　　術系の方が14,053円高くなっている。前年度より技術系（163,566円）は2,070円高く、事
　　務系（145,000円）は6,583円高くなっている。
　②　専門学校卒
　　　専門学校卒業者の平均初任給（単純平均）は、技術系173,801円で、前年度より技術系
　　（177,643円）は3,842円低くなっている。事務系は、126,000円となっている。
　③　短大（含高専）卒
　　　短大（含高専）卒業者の平均初任給（単純平均）は、技術系170,000円で前年度より技術
　　系（177,367円）は、7,367円低くなっている。なお、事務系は採用がなかった。
　④　大学卒
　　　大学卒業者の平均初任給（単純平均）は、技術系184,173円で、前年度より技術系
　　（201,783円）は17,610円低くなっている。なお事務系は、183,450円となっている。
　⑤　全国との比較
　　　事務系の専門学校卒における「10～29人」の事業所規模で平均初任給（単純平均）
　　126,000円であり、全国平均の72.8％と最も格差が大きかった。

図表24　平成31年３月新規学卒者の採用予定と実績（事務系）
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図表25　平成31年3月新規学卒者の初任給　技術系（単純平均）
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図表26　平成31年3月新規学卒者の初任給　事務系（単純平均）
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⑷　令和2年3月の新規学卒者の採用計画の有無
　　令和2年度に新規学卒者の採用計画が「ある」
　と回答した事業所は全体の20.0％（前年度　20.0
　％）で、「なし」と回答した事業所は52.5％　（前
　年度　52.7％）、「未定」の事業所は27.6％　
　（前年度　27.3％）となっており、依然として採用
　計画のある事業所は少ない。

図表27　令和2年3月の新規学卒者の採用計画の
　　　　 有無(県内)

図表28　令和2年3月の新規学卒者の採用計画の有無

ない 未定ある事業所数
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20.0％未定
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　規模別でみると、「ある」と答えた事業所
の割合が最も高いのは「100～300人」の
70.0％、次いで「30～99人」の43.1％で
あり、事業所規模が大きいほど採用計画が
「ある」と回答した割合が高い。
　新規学卒者の採用計画において、過去
10年間の推移をみると、「ある」は平成22
年度を底に年々増加傾向であり、「なし」は
平成22年度をピークに減少傾向にある。
　ただし、「ある」と回答した企業よりも「未
定」と回答した企業の割合が高く、計画的
な採用が困難な事業所が多い。
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⑸　令和2年3月の新規学卒者の採用予定人数
　　新規学卒者の採用予定人数を規模別にみると、すべての規模で「高校卒」の採用予定人数
　が多かった。また、業種別にみても同様に「高校卒」の採用予定人数が多く、製造業は昨年度
　（41人）より約1.9倍の採用予定人数となっている。また、非製造業においては132人と製造業よ
　り1.7倍以上の採用予定人数となっている。

図表29　新規学卒者の採用計画（過去10年間の推移）

図表30　令和2年3月の新規学卒者の採用計画の有無（経営状況別比較）
　経営状況別（Ｐ6参照）では、経営
状況が『良い』と答えた事業所のうち
採用計画が「ある」が22.7％、「なし」
が53.3％となっている。また、経営状
況が『変わらない』と答えた事業所の
うち採用計画が「ある」が20.7％、「な
し」が50.8％となっている。経営状況
が『悪い』と答えた事業所では、採用
計画が「ある」が16.2％、「なし」が
56.2％となっている。
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図表31　令和2年3月の新規学卒者の採用予定人数
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6　中途採用について
⑴　過去3年間の中途採用の有無
　　過去3年間の中途採用については、「行った」が66.4％、「行ったが採用には至らなかった」
　が5.9％、「行わなかった」が27.7％となった。
　　規模別でみると、事業所の規模が大きくなるほど「行った」と回答した割合が高い。
　　業種別でみると、製造業で中途採用を「行った」のは、76.9％、非製造業では62.3％となって
　おり、製造業の方が中途採用を行った割合が高くなっている。

図表32　過去３年間の中途採用

⑵　中途採用（活動）を行った理由（複数回答）
　　本県では、「退職者・欠員補充のため」が61.5％と最も高く、次いで「業務が繁忙となったた
　め」が33.5％、「即戦力を確保したいため」が31.8％となっている。
　　業種別でみると、製造業では「退職者・欠員補充のため」が78.1％と最も高く、次いで「業務
　が繁忙となったため」が31.4％、「即戦力を確保したいため」が24.8％となっている。また、非
　製造業では、「退職者・欠員補充のため」が54.0％と最も高く、次いで「即戦力を確保したいた
　め」が34.9％、「業務が繁忙になったため」が34.5％となっている。
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図表33　中途採用（活動）を行った理由（全国比較）

図表34　中途採用（活動）を行った理由（業種別比較）
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⑴　取得(付与)義務の認知状況
　　年5日の年次有給休暇の取得(付
　与)義務についての認知状況は、全国
　では「知っていた」と回答した事業所
　が86.4％に対し、本県では85.7％と
　全国に比べ0.7％下回っている。
　　規模別でみると、「知っていた」と回
　答したのは、従業員が「1～9人」が
　73.2％、「10～29人」が93.2％、
　「30～99人」と「100～300人」は
　100％となっており、規模が大きい事
　業所ほど割合が高い傾向にある。
　　業種別でみると、「知っていた」と回
　答したのは、製造業が96.3％、非製
　造業が81.7％であり、製造業が上回
　っている。

⑶　中途採用を行った職種（複数回答）
　　中途採用を行った職種は、全国及び本県ともに「現業・生産職」と回答した事業所が最も高く
　（全国54.4％・本県47.9％）、従業員人数の規模別でも、「現業・生産職」の割合が高くなって
　いる。
　　業種別でみると、製造業では「現業・生産職」が68.9％と最も高いが、非製造業では「技術・
　研究職」が42.7％と高くなっている。

図表35　中途採用した職種

図表36　取得(付与)義務の認知状況
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図表37　事業所で実施している(今後実施していこうとする)年５日の年次有給休暇の取得(付与)義務への
　　　　対応・方策（全国比較）

⑵　取得(付与)義務への対応（複数回答）
　　年5日の年次有給休暇の取得(付与)義務への対応として、各事業所で実施している（今後実
　施していこうとする）方策は、全国では、「計画的付与制度(計画年休)を活用する」が28.2％と最
　も高いが、本県では「具体的な方策を検討中」が最も高く28.1％となっている。
　　また、本県の「特に考えていない」は15.4％で、全国（12.8％）を2.6％上回っており、本県で
　は、全体的に対応が遅れている。

「年5日の年次有給休暇の取得(付与)義務」とは

　2019年4月から、規模を問わず全ての企業において、年10日以上の年次有給休暇が付
与される労働者（管理監督者を含む）に対して、年次有給休暇の日数のうち5日については、
使用者が時季を指定して取得させることが必要である。
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　また、業種別でみると、製造業は、「計画的付与制度（計画年休）を活用する」が31.8％と最も
高い割合で、次いで「具体的な方策を検討中」と「使用者からの時季指定を行う」が28.0％、と
なっている。非製造業では、「具体的な方策を検討中」が28.1％、「使用者からの時季指定を行
う」が27.5％、「計画的付与制度（計画年休）を活用する」が22.2％となっている。
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8　賃金改定について
⑴　賃金改定の実施状況
　　本県の平成31年1月1日から令和元年7月1日までの間に実施した賃金改定の状況は、「引き
　上げた」が42.4％で、前年度の42.1％より0.3％増加し、「今年は実施しない（凍結）」が14.9％
　（前年度　16.8％）、「未定」が29.4％（前年度 30.0％）となっている。

図表38　事業所で実施している(今後実施していこうとする)年５日の年次有給休暇の取得(付与)義務への
　　　　対応・方策（業種別比較）

図表39　賃金改定実施状況（前年比較）
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図表40　賃金改定実施状況（業種別比較）

図表41　賃金改定実施状況（経営状況別比較）

　業種別でみると、製造業の賃金改定の状況は、「引き上げた」が48.9％、「未定」が28.1％と
なっている。また、非製造業では、「引き上げた」が39.9％、「未定」が29.9％、「今年は実施しな
い（凍結）」が17.5％となっている。

　経営状況別（Ｐ6参照）では、経営状況が『良い』と答えた事業所のうち「引き上げた」が42.7
％、「7月以降引上げる予定」が21.3％となっている。また、経営状況が『変わらない』と答えた
事業所では「引き上げた」が43.2％、「今年は実施しない（凍結）」が15.2％となっており、『悪
い』と答えた事業所では「引上げた」が40.4％、「今年は実施しない（凍結）」が21.2％となって
いる。
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図表42　年度別の平均昇給額・昇給率（過去10年間の推移）

図表43　賃金改定の内容（全国比較）

⑵　平均昇給額・昇給率（※）
　　本県内の205事業所のうち、平均昇給額は、単純平均で7,167円（昨年度6,364円）、昇給  
　率3.11％（昨年度　2.78％）と昨年より803円、0.33％増加した。

⑶　賃金改定の内容（複数回答）
　　賃金改定の内容については、全国及び本県とも、「定期昇給」が最も高い。（全国56.3％、本
　県48.2％）次いで、本県では「ベースアップ」が44.2％、「諸手当の改定」となっている。

「定期昇給」とは

　あらかじめ定められた企業の制度
に従って行われる昇給のことで、一定
の時期に毎年増額すること。また、時期
を定めて行っている場合は、能力、業
績評価に基づく査定昇給なども含む。

「ベースアップ」とは

　賃金表（学歴、年齢、勤続年数、職
務、職能などにより賃金がどのように定
まっているか表にしたもの）の改定によ
り賃金水準を引き上げること。
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⑷　賃金改定の決定要素（複数回答）
　　全国では、「企業の業績」が60.8％と最も高く、次いで「労働力の確保・定着」が59.2％となっ
　ている。
　　本県では、「労働力の確保・定着」が71.9％と最も高く、次いで「企業の業績」が51.9％となっ
　ている。
　　賃金改定の決定要素は、本県においては「労働力の確保・定着」が全国より12.7％高く、大き
　な決定要素となっている。

図表44　賃金改定の決定要素（全国比較）

図表45　賃金改定の決定要素（業種別比較）

　業種別でみると、製造業では「労働力の確保・定着」が78.5％と最も高く、次いで「企業の業
績」が54.4％となっている。非製造業でも、「労働力の確保・定着」が68.6％と最も高く、次いで
「企業の業績」が50.6％となっている。
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9　労働組合の有無について
　労働組合が「ある」事業所は6.8％で、業種別では、製造業が7.4％、非製造業が6.6％となって
いる。また、規模別にみると、労働組合がある事業所は、従業員が「1～9人」は5.7％、「10～29
人」は4.7％、「30～99人」は10.8％、「100～300人」は25.0％で、従業員規模が大きくなるほど
組織率が高くなる傾向がみられる。

図表46　労働組合の有無（本県内） 図表47　労働組合の有無（規模別・業種別比較）
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